
  

様式第２号の１－①【⑴実務経験のある教員等による授業科目の配置】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の１

－②を用いること。 
 

学校名 専修大学 
設置者名 学校法人専修大学 

 

 

１．「実務経験のある教員等による授業科目」の数 

学部名 学科名 

夜間･

通信

制の

場合 

実務経験のある 

教員等による 

授業科目の単位数 

省令

で定

める

基準

単位

数 

配

置

困

難 
全学

共通

科目 

学部

等 

共通

科目 

専門

科目 
合計 

経済学部 

現代経済学科 
夜 ・

通信 

54 

2 

6 62 13  

生活環境経済学

科 

夜 ・

通信 
6 62 13  

国際経済学科 
夜 ・

通信 
 56 13  

経済学科 
夜 ・

通信 
6 62 13  

法学部 

法律学科 
夜 ・

通信 
18 

 72 13  

政治学科 
夜 ・

通信 
 72 13  

経営学部 

経営学科 
夜 ・

通信 
18 

2 74 13  

ビジネスデザイ

ン学科 

夜 ・

通信 
 72 13  

商学部 

マーケティング

学科 

夜 ・

通信 
16 

 70 13  

会計学科 
夜 ・

通信 
 70 13  

文学部 

日本文学文化学

科 

夜 ・

通信 

4 

 58 13  

英語英米文学科 
夜 ・

通信 
 58 13  

哲学科 
夜 ・

通信 
 58 13  

歴史学科 
夜 ・

通信 
 58 13  

環境地理学科 
夜 ・

通信 
 58 13  



  

ジャーナリズム

学科 

夜 ・

通信 
6 64 13  

人文・ジャーナリ

ズム学科 

夜 ・

通信 
 58 13  

日本語学科 
夜 ・

通信 
 58 13  

ネットワーク情

報学部 

ネットワーク情

報学科 

夜 ・

通信 
 44 98 13  

人間科学部 

心理学科 
夜 ・

通信 
4 

 58 13  

社会学科 
夜 ・

通信 
 58 13  

国際コミュニケ

ーション学部 

日本語学科 
夜 ・

通信 
8 

19 81 13  

異文化コミュニ

ケーション学科 

夜 ・

通信 
 62 13  

経済学部 経済学科 
夜 ・

通信 
  18 18 13  

法学部 法律学科 
夜 ・

通信 
  18 18 13  

商学部 
マーケティング

学科 

夜 ・

通信 
  18 18 13  

（備考） 

・「全学共通科目」欄に計上した単位数は、一部（昼間部）において、学部に関わら

ず履修することができる授業科目の単位数を記載。 

・経済学部現代経済学科および生活環境経済学科は、2020 年度に設置し完成年度を

超えていないため、完成年度までの設置計画に基づく単位数を記載。 

・経済学部国際経済学科は、2020年度から教育課程を変更しているため、１・２年次

は新課程、３・４年次は旧課程となり、2021年度に配置している授業科目について

計上した単位数を記載。 

・学生の募集を停止しているが在学生のいる経済学部経済学科については、従前の教

育課程に基づく単位数を記載（2020年度から募集停止）。 

・法学部法律学科および政治学科は、2020 年度から教育課程を変更しているため、

１・２年次は新課程、３・４年次は旧課程となり、2021年度に配置している授業科

目について計上した単位数を記載。 

・経営学部経営学科は、2019 年度から教育課程を変更しているため、１～３年次は

新課程、４年次は旧課程となり、2021 年度に配置している授業科目について計上

した単位数を記載。 

・経営学部ビジネスデザイン学科は、2019 年度に設置し完成年度を超えていないた

め、完成年度までの設置計画に基づく単位数を記載。 

・商学部マーケティング学科および会計学科は、2020 年度から教育課程を変更して

いるため、１・２年次は新課程、３・４年次は旧課程となり、2021年度に配置して

いる授業科目について計上した単位数を記載。 

・文学部日本文学文化学科、英語英米文学科、哲学科、歴史学科および環境地理学科

は、2019 年度から教育課程を変更しているため、１～３年次は新課程、４年次は旧

課程となり、2021年度に配置している授業科目について計上した単位数を記載。 

・文学部ジャーナリズム学科は、2019 年度に設置し完成年度を超えていないため、

完成年度までの設置計画に基づく単位数を記載。 



  

・学生の募集を停止しているが在学生のいる文学部人文・ジャーナリズム学科につい

ては、従前の教育課程に基づく単位数を記載（2019年度から募集停止）。 

・学生の募集を停止しているが在学生のいる文学部日本語学科については、従前の教

育課程に基づく単位数を記載（2020年度から募集停止）。なお、同学科は、2019年

度に教育課程を変更しているため、３年次は新課程、４年次は旧課程となり、2021

年度に配置している授業科目について計上した単位数を記載。 

・ネットワーク情報学部ネットワーク情報学科は、2019 年度から教育課程を変更し

ているため、１～３年次は新課程、４年次は旧課程となり、2021年度に配置してい

る授業科目について計上した単位数を記載。 

・人間科学部心理学科および社会学科は、2019 年度から教育課程を変更しているた

め、１～３年次は新課程、４年次は旧課程となり、2021年度に配置している授業科

目について計上した単位数を記載。 

・国際コミュニケーション学部日本語学科および異文化コミュニケーション学科は、

2020 年度に設置し完成年度を超えていないため、完成年度までの設置計画に基づ

く単位数を記載。 

 

 

２．「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法 
https://www.senshu-u.ac.jp/campuslife/scholarship/feefree-support.html#anchor0

1 

 

 

３．要件を満たすことが困難である学部等 
学部等名 

（困難である理由） 

 

 



  

様式第２号の２－①【⑵-①学外者である理事の複数配置】 
 
※ 国立大学法人・独立行政法人国立高等専門学校機構・公立大学法人・学校法人・準学校

法人は、この様式を用いること。これら以外の設置者は、様式第２号の２－②を用いる

こと。 
 

学校名 専修大学 
設置者名 学校法人専修大学 

 

 

１．理事（役員）名簿の公表方法 
https://www.senshu-u.ac.jp/about/corporation/#001 

 

 

２．学外者である理事の一覧表 

常勤・非常勤の別 前職又は現職 任期 
担当する職務内容 

や期待する役割 

常勤 元 団体職員 

H30.11.3～ 

R3.11.2 

（３年） 

文書統括担当、キャ

リアデザインセン

ター担当、就職担

当、募金副担当 

非常勤 
現 弁護士 

現 学校法人(他法人) 

役員 

H30.11.3～ 

R3.11.2 

（３年） 

主に法務関係 

非常勤 
元 株式会社役員 

元 団体役員 

H30.11.3～ 

R3.11.2 

（３年） 

主に組織運営関係、

募金関係 

非常勤 
現 株式会社役員 

現 団体役員 

H30.11.3～ 

R3.11.2 

（３年） 

主に組織運営関係、

募金関係 

非常勤 
元 公務員 

元 株式会社役員 

H30.11.3～ 

R3.11.2 

（３年） 

主に総務関係、社会

連携関係 

非常勤 
元 公務員 

元 団体役員 

H30.11.3～ 

R3.11.2 

（３年） 

主に卒業生関係 

非常勤 現 団体役員 

H30.11.3～ 

R3.11.2 

（３年） 

主に国際関係、社会

連携関係 

（備考） 

 

 



  

様式第２号の３【⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】 

 

学校名 専修大学 

設置者名 学校法人専修大学 

 

 

○厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要 

１．授業科目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法

や基準その他の事項を記載した授業計画書(シラバス)を作成し、公表し

ていること。 
（授業計画書の作成・公表に係る取組の概要） 

１．授業計画書（シラバス）の作成過程 

   全学のＦＤを担う「教育開発支援委員会」が、講義計画書（シラバス）執筆要

領の原案を作成し、各学部等ではそれを適宜加工したうえで授業科目担当教員に

原稿作成を依頼している。 

 ［執筆要領で求めているシラバスへの主な記載内容］ 

  ①講義内容 

   ・到達目標 

   ・卒業認定・学位授与の方針との関連 

   ・講義概要 

   ・講義計画（予習・復習の内容とそれに必要な時間の記載を含む） 

   ・課題に対するフィードバックの方法 

   ・実務経験 

  ②教科書・参考書 

  ③成績評価方法・基準 

  ④履修上の留意点 

 

２．授業計画書の作成・公表時期 

 ・10～11月 「教育開発支援委員会」において、講義計画書（シラバス）の執筆要

領を作成し、学士課程に関する事項を協議する「全学カリキュラム協

議会」に提示。 

 ・11～12月 各学部等の教育課程運営機関において、提示された執筆要領を必要に

応じて修正。その執筆要領により、次年度の授業科目担当予定者に講

義計画書（シラバス）の執筆を依頼。 

 ・1～2月  各授業科目担当予定者が、講義計画書（シラバス）を執筆。 

 ・3月下旬 公表 

 

授業計画書の公表方法 
https://www.senshu-u.ac.jp/campuslife/scholarship/feefre

e-support.html#anchor02 
２．学修意欲の把握、試験やレポート、卒業論文などの適切な方法により、

学修成果を厳格かつ適正に評価して単位を与え、又は、履修を認定して

いること。 
（授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要） 

 本学では、学則で「所定の科目を履修した者に対しては、試験の上、単位を与える」

ことを規定し、定期試験規程において、「試験は、筆記、口述又は実技によるものとす

る。ただし、レポートをもってこれに替えることができる」こととしている。 

 これらに基づき、授業計画（シラバス）の執筆要領では、「到達目標」および「成績



  

評価方法・基準」の記載内容について、以下の指示をしている。 

 

令和 3年度 講義要項（シラバス）執筆要領（一部抜粋） 

 

到達目標 

 到達目標は、この授業の受講後に身につけていることが期待される知識・技能・

能力等について、わかりやすく記載してください。記載形式としては、①学生を

主語にして行動目標の形（「○○することができる）など」で、②箇条書きとす

ることが望まれます。 

 

成績評価方法・基準 

・成績評価方法について、定期試験である「前期試験」「後期試験」または「平常

点」の文言を明示してください。また、授業内テストやレポートなどを課す場合

には、その旨も記載してください。 

・成績評価は設定した到達目標の達成度で測るものであることに留意し、成績評価

方法が到達目標に対応するように記載してください。 

・成績評価基準は、設定した到達目標に照らして、成績評価の対象となる要素（定

期試験、小テスト、レポート等）とそれらに対する評価基準、評価の配分（％）

などを具体的かつ詳細に記載してください（「定期試験 100％」、「平常点で評

価する」といった、簡略な記述は避けてください）。 

 

 上記のとおり、各授業科目に設定した到達目標および成績評価方法・基準は、授業

計画（シラバス）に記載して学生にあらかじめ示し、各授業科目担当教員は、それに

基づいて成績評価を行い、厳格かつ適正に単位授与を行っている。 

 

３．成績評価において、ＧＰＡ等の客観的な指標を設定し、公表するとと

もに、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施していること。 
（客観的な指標の設定・公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要） 

（１）ＧＰＡの具体的な内容 

  成績評価は、100点を満点とし、60点以上を合格としている。授業科目ごとの成

績にはグレードポイント（ＧＰ）を付与し、１単位あたりの平均値（ＧＰＡ）を算

出している。 

 

 ［成績評価の区分］ 

評点 評価 ＧＰ 内容 

100～90 Ｓ 4.0 抜群に優れた成績 

89～85 Ａ＋ 3.5 特に優れた成績 

84～80 Ａ 3.0 優れた成績 

79～75 Ｂ＋ 2.5 良好な水準に達していると認められる成績 

74～70 Ｂ 2.0 妥当と認められる成績 

69～65 Ｃ＋ 1.5 一応の水準に達していると認められる成績 

64～60 Ｃ 1.0 合格と認められるが最低限度の成績 

59～ 0 Ｆ 0.0 不合格 

認定 Ｎ なし 留学等で修得した単位を本学の単位として認定 

履修中止 Ｗ ― 所定の記述までに履修中止の手続きを行った場合 

 

 



  

（２）ＧＰＡの算出方法 

  履修した授業科目のグレードポイントについて、１単位あたりの平均値を算出。 

        （履修科目のＧＰ×当該科目の単位数）の総和 
  ＧＰＡ ＝ ――――――――――――――――――――――――――――――――― 
              履修科目単位数の総和 
 

（３）ＧＰＡに関する各種要件 

 ・ＧＰＡの算出対象となる科目は、卒業要件にかかわる科目とする。 

 ・ＧＰＡは、小数点第３位を四捨五入し、小数点第２位まで表示する。 

 ・留学、資格試験などの結果により単位認定された科目（Ｎ）は、ＧＰＡに算入し

ない。また、履修中止した科目についても、ＧＰＡに算入しない。 

 ・不合格（Ｆ）の科目を再度履修登録した場合、成績の合否にかかわらず、ＧＰＡ

には最新の評価が反映される。 

 ・一度単位を修得した科目を、次学期以降に再度履修することはできない（カリキ

ュラムの設定上、同一科目の単位を複数回修得することができる科目を除く）。 

 

（４）ＧＰＡの適切な実施状況 

  ＧＰＡは、上記の算出方法により、前期終了後と後期終了後の年２回算出し、成

績通知書に表記して学生に通知している。算出したＧＰＡは、単位修得・学業成績証

明書にも記載している。 

 

客観的な指標の 

算出方法の公表方法 
https://www.senshu-u.ac.jp/campuslife/scholarship/feefre

e-support.html#anchor02 

４．卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に実施して

いること。 
（卒業の認定方針の策定・公表・適切な実施に係る取組の概要） 

（１）卒業の認定に関する方針の具体的な内容 

  本学では、卒業の認定に関する方針を「卒業認定・学位授与の方針」として、「学

士課程全体」「学部・学科」の単位で策定し、大学のホームページで公表している。 

  本学学士課程教育における学修成果については、本学の 21 世紀ビジョンである

「社会知性の開発」に基づいて、学生が身につける資質・能力を「知識・理解」「関

心・意欲・態度」「技能・表現」「思考・判断」に分類し、すべての学部・学科の共

通観点として設定している。そして、各学部・学科の卒業認定･学位授与の方針は、

これら四つの共通観点を網羅する内容で構成している。 

 

（２）卒業の認定に関する方針の適切な実施状況 

  この卒業認定・学位授与の方針に示した事項を充足するために編成した教育課程

において、学生は、卒業要件単位として設定されている 124単位を修得することで、

各学部の教授会において卒業判定を行った後、卒業が認定されることとなってい

る。 

 

卒業の認定に関する 

方針の公表方法 
https://www.senshu-u.ac.jp/campuslife/scholarship/feefre

e-support.html#anchor02 

 

 



  

 

様式第２号の４－①【⑷財務・経営情報の公表(大学・短期大学・高等専門学校)】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の４

－②を用いること。 
学校名 専修大学 

設置者名 学校法人専修大学 

 

 

１．財務諸表等 
財務諸表等 公表方法 

貸借対照表 
https://www.senshu-u.ac.jp/about/corporation/profil

e.html#001 

収支計算書又は損益計算書 
https://www.senshu-u.ac.jp/about/corporation/profil

e.html#001 

財産目録 
https://www.senshu-u.ac.jp/about/corporation/profil

e.html#001 

事業報告書 
https://www.senshu-u.ac.jp/about/corporation/profil

e.html#004 

監事による監査報告（書） 
https://www.senshu-u.ac.jp/about/corporation/profil

e.html#002 

 

 

２．事業計画（任意記載事項） 

単年度計画（名称：令和 3年度事業計画 対象年度：2021年度） 

公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/about/corporation/profile.html#004 

中長期計画（名称：学校法人専修大学中期計画（2021年度～2025年度） 

対象年度：2021 年度～2025 年度） 

公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/about/corporation/mtmp.html 

 

 

３．教育活動に係る情報 

（１）自己点検・評価の結果 

公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/about/efforts/evaluation.html#001 

 

 

（２）認証評価の結果（任意記載事項） 

公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/about/efforts/evaluation.html 

 

  

https://www.senshu-u.ac.jp/about/corporation/profile.html#001
https://www.senshu-u.ac.jp/about/corporation/profile.html#001
https://www.senshu-u.ac.jp/about/corporation/profile.html#001
https://www.senshu-u.ac.jp/about/corporation/profile.html#001
https://www.senshu-u.ac.jp/about/corporation/profile.html#001
https://www.senshu-u.ac.jp/about/corporation/profile.html#001


  

（３）学校教育法施行規則第 172条の２第 1項に掲げる情報の概要 

 

①教育研究上の目的、卒業の認定に関する方針、教育課程の編成及び実施に関す

る方針、入学者の受入れに関する方針の概要 

 
学部等名 経済学部（一部・二部） 

教育研究上の目的（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/faculty/eco

nomics/#007） 

（概要） 

経済学部は、経済的、社会的及び歴史的な諸事象を考察の対象とする専門的諸科学

の研究成果を体系的に教授することにより、深い洞察力と高い批判力を備えた専門的

教養を有する社会人及び職業人を養成することを目的とする。 

卒業の認定に関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/facul

ty/economics/#007） 

（概要） 

（１）卒業の認定に関する方針の具体的な内容 

本学では、卒業の認定に関する方針を「卒業認定・学位授与の方針」として、「学

士課程全体」「学部・学科」の単位で策定し、大学のホームページで公表している。 

本学学士課程教育における学修成果については、本学の 21 世紀ビジョンである

「社会知性の開発」に基づいて、学生が身につける資質・能力を「知識・理解」「関

心・意欲・態度」「技能・表現」「思考・判断」に分類し、すべての学部・学科の

共通観点として設定している。そして、各学部・学科の卒業認定･学位授与の方針は、

これら四つの共通観点を網羅する内容で構成している。 

 

（２）卒業の認定に関する方針の適切な実施状況 

この卒業認定・学位授与の方針に示した事項を充足するために編成した教育課程

において、学生は、卒業要件単位として設定されている 124単位を修得することで、

各学部の教授会において卒業判定を行った後、卒業が認定されることとなっている。 

教育課程の編成及び実施に関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/educ

ation/faculty/economics/#007） 

（概要） 

経済学部では、卒業認定・学位授与の方針に掲げる資質や能力を身につけるための

教育課程として、転換・導入科目、教養科目、外国語科目、専門科目（二部経済学科で

は、教養科目、専門科目）を体系的に編成し、講義・演習を適切に組み合わせた授業を

行うこととし、各学科の方針を「教育課程」「学位授与の方針を踏まえた教育課程編成

の方針」「学位授与の方針を踏まえた教育課程実施の方針」「教育内容・方法」「学修

成果の評価方法」の区分で定めている。 

入学者の受入れに関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/fac

ulty/economics/#007） 

（概要） 

経済学部は、卒業認定・学位授与の方針及び教育課程編成・実施の方針に定める教

育を受けるために必要な、次に掲げる知識・技能、能力、態度を備えた人を求める。ま

た、このような入学者を適正に選抜するために、多様な選抜方法を実施する。 

 

現代経済学科 

（1）高等学校までに学んだ科目における基礎的な知識を持ち理解している。 

（2）課題レポートや論述試験、論文作成の基礎となる日本語能力を身につけている。 

（3）経済のグローバル化を学ぶ上で基本となる外国語能力を身につけている。 



  

（4）経済社会のしくみや歴史などの知識、及び、経済社会の数量的・分析的な把握に

必要となる数学的な能力を身につけている。 

（5）メディアなどを通じて日々の経済・社会現象への関心を培っている。 

生活環境経済学科 

（1）高等学校までに学んだ科目における基礎的な知識を持ち理解している。 

（2）課題レポートや論述試験、論文作成の基礎となる日本語能力を身につけている。 

（3）経済のグローバル化を学ぶ上で基本となる外国語能力を身につけている。 

（4）経済社会をめぐる社会科学の基礎的知識、及びその理解にとって必要となる数学

の基礎的能力を身につけている。 

（5）メディアなどを通じて日々の経済・社会現象への関心を培っている。 

国際経済学科 

（1）高等学校までに学んだ科目における基礎的な知識を持ち理解している。 

（2）課題レポートや論述試験、論文作成の基礎となる日本語能力を身につけている。 

（3）経済のグローバル化を学ぶ上で基本となる外国語能力を身につけている。 

（4）国際経済や国際社会をめぐる社会科学の基礎的知識、及びその理解にとって必要

となる数学の基礎的能力を身につけている。 

（5）メディアなどを通じて日々の経済・社会現象への関心を培っている。 

 
学部等名 法学部（一部・二部） 

教育研究上の目的（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/faculty/law

/#anchor01） 

（概要） 

法学部は、法学及び政治学の研究を通じ、その知識及び技術とそれに基づく思考方

法を核としつつ、深い人間理解と倫理観を持ち、地球的視点から独創的発想により主

体的に社会の問題解決に取り組むことができる能力を有する人材を養成することを目

的とする。 

卒業の認定に関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/facul

ty/law/#anchor01） 

（概要） 

（１）卒業の認定に関する方針の具体的な内容 

本学では、卒業の認定に関する方針を「卒業認定・学位授与の方針」として、「学

士課程全体」「学部・学科」の単位で策定し、大学のホームページで公表している。 

本学学士課程教育における学修成果については、本学の 21 世紀ビジョンである

「社会知性の開発」に基づいて、学生が身につける資質・能力を「知識・理解」「関

心・意欲・態度」「技能・表現」「思考・判断」に分類し、すべての学部・学科の

共通観点として設定している。そして、各学部・学科の卒業認定･学位授与の方針は、

これら四つの共通観点を網羅する内容で構成している。 

 

（２）卒業の認定に関する方針の適切な実施状況 

この卒業認定・学位授与の方針に示した事項を充足するために編成した教育課程

において、学生は、卒業要件単位として設定されている 124単位を修得することで、

各学部の教授会において卒業判定を行った後、卒業が認定されることとなっている。 

教育課程の編成及び実施に関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/educ

ation/faculty/law/#anchor01） 



  

（概要） 

法学部では、教育研究上の目的及び養成する人材に関する目的を達成するために、

教育課程を「転換・導入科目」、「教養科目」、「外国語科目」、「専門科目」の４つ

の科目群（二部法律学科では、「教養科目」、「専門科目」）から構成することとし、

教育課程全体の体系性・順次性を確保し、かつ教養教育と専門教育の有機的連携を図

るものとする。各学科の方針は、「教育課程」「学位授与の方針を踏まえた教育課程編

成の方針」「学位授与の方針を踏まえた教育課程実施の方針」「教育内容・方法」「学

修成果の評価方法」の区分で定めている。 

入学者の受入れに関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/f

aculty/law/#anchor01） 

（概要） 

法律学・政治学を学ぶ目的は、広く社会の問題に目を向け、法的・政治的問題点を探

究し、その解決を提示することにある。そこで、専修大学法学部は、何よりも法律学・

政治学を学ぶ強い意欲に富んだ人を求める。そして、法律学・政治学を学ぶための基

礎となる教科に対しては、以下のような学力を求めることとする。 

 

法律学科 

本学科は、卒業認定・学位授与の方針および教育課程編成・実施の方針に定める教

育を受けるための条件として、次に掲げる意欲と能力・知識を備えた人を求める。 

（1）真摯に法律学を学ぶ熱い意欲 

（2）文章の読解、意見の発表、討論、答案・レポート作成等の前提となる国語の能力 

（3）学問のグローバル化に対応するための外国語の能力 

（4）法律学の学修に直接つながる地理歴史・公民の知識 

（5）論理的思考に役立つ数学の基礎的能力 

（6）科学的思考に役立つ理科の基礎的知識 

政治学科 

本学科は、卒業認定・学位授与の方針および教育課程編成・実施の方針に定める教

育を受けるための条件として、次に掲げる意欲と能力・知識を備えた人を求める。 

（1）真摯に政治学を学ぶ熱い意欲 

（2）文章の読解、意見の発表、討論、答案・レポート作成等の前提となる国語の能力 

（3）学問のグローバル化に対応するための外国語の能力 

（4）政治学の学修に直接つながる地理歴史・公民の知識 

（5）論理的思考に役立つ数学の基礎的能力 

（6）科学的思考に役立つ理科の基礎的知識 

 

学部等名 経営学部 

教育研究上の目的（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/faculty/bus

iness/#anchor01） 

（概要） 

経営学部は、経営学を構成する複数の学問領域を研究・教育することにより、経営

に関わる諸問題に対する洞察力を有し、問題を解決する手段を創造的に考察し、その

解決に向けて自主的に行動することができる人材を養成することを目的とする。 

卒業の認定に関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/facul

ty/business/#anchor01） 

（概要） 

（１）卒業の認定に関する方針の具体的な内容 

本学では、卒業の認定に関する方針を「卒業認定・学位授与の方針」として、「学

士課程全体」「学部・学科」の単位で策定し、大学のホームページで公表している。 

本学学士課程教育における学修成果については、本学の 21 世紀ビジョンである



  

「社会知性の開発」に基づいて、学生が身につける資質・能力を「知識・理解」「関

心・意欲・態度」「技能・表現」「思考・判断」に分類し、すべての学部・学科の

共通観点として設定している。そして、各学部・学科の卒業認定･学位授与の方針は、

これら四つの共通観点を網羅する内容で構成している。 

 

（２）卒業の認定に関する方針の適切な実施状況 

この卒業認定・学位授与の方針に示した事項を充足するために編成した教育課程

において、学生は、卒業要件単位として設定されている 124単位を修得することで、

各学部の教授会において卒業判定を行った後、卒業が認定されることとなっている。 

教育課程の編成及び実施に関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/educ

ation/faculty/business/#anchor01） 

（概要） 

経営学部では、教育研究上の目的及び養成する人材に関する目的を達成するために、

教育課程を「転換・導入科目」「教養科目」「外国語科目」「専門科目」の４つの科目

群から構成することとし、教育課程全体の体系性・順次性を確保し、かつ教養教育と

専門教育の有機的連携を図るものとする。各学科の方針は、「教育課程」「学位授与の

方針を踏まえた教育課程編成の方針」「学位授与の方針を踏まえた教育課程実施の方

針」「教育内容・方法」「学修成果の評価方法」の区分で定めている。 

入学者の受入れに関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/f

aculty/business/#anchor01） 

（概要） 

経営学部は、卒業認定・学位授与の方針および教育課程編成・実施の方針に定める

教育を受けるために必要な知識、意欲、技能、思考・判断力を備え、次に掲げる、さま

ざまな資質を持った人を求める。 

 

経営学科 

（1）高等学校の教育課程を幅広く修得している人（知識・理解） 

（2）異文化交流や情報処理など特定の専門分野について、深い知識や技能を修得して

いる人（知識・理解、技能・表現） 

（3）社会に存在するさまざまな組織の経営に関心を持ち、実際に経営の現場で活躍し

たいという意欲を持っている人（関心・意欲・態度） 

（4）高等学校までの履修内容を通じて培ったコミュニケーション能力の基礎や、社会

や組織の中で直面する課題を解決するために必要な論理的思考力・判断力・問題解

決力の基礎を身につけている人（技能・表現、思考・判断） 

ビジネスデザイン学科 

（1）高等学校の教育課程を幅広く修得している人（知識・理解） 

（2）新しい事業、製品、およびサービスを創り出す意欲を持っている人（関心・意欲・

態度） 

（3）高等学校までの履修内容を通じて培ったコミュニケーション能力の基礎や、社会

や組織の中で直面する課題を解決するために必要な論理的思考力・判断力・問題解

決力の基礎を身につけている人（技能・表現、思考・判断） 

 

  



  

学部等名 商学部（一部・二部） 

教育研究上の目的（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/faculty/com

merce/#anchor01） 

（概要） 

商学部は、ビジネス・インテリジェンス、すなわちビジネスに必要とされる実践的

な知識、技能、倫理観及び国際的視点の教育・研究を通して、社会的事象の本質を理解

し、持続可能性と多様性を尊重しつつ、真に行動を起こすことのできる人材を養成す

ることを目的とする。 

卒業の認定に関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/facul

ty/commerce/#anchor01） 

（概要） 

（１）卒業の認定に関する方針の具体的な内容 

本学では、卒業の認定に関する方針を「卒業認定・学位授与の方針」として、「学

士課程全体」「学部・学科」の単位で策定し、大学のホームページで公表している。 

本学学士課程教育における学修成果については、本学の 21 世紀ビジョンである

「社会知性の開発」に基づいて、学生が身につける資質・能力を「知識・理解」「関

心・意欲・態度」「技能・表現」「思考・判断」に分類し、すべての学部・学科の

共通観点として設定している。そして、各学部・学科の卒業認定･学位授与の方針は、

これら四つの共通観点を網羅する内容で構成している。 

 

（２）卒業の認定に関する方針の適切な実施状況 

この卒業認定・学位授与の方針に示した事項を充足するために編成した教育課程

において、学生は、卒業要件単位として設定されている 124単位を修得することで、

各学部の教授会において卒業判定を行った後、卒業が認定されることとなっている。 

教育課程の編成及び実施に関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/educ

ation/faculty/commerce/#anchor01） 

（概要） 

商学部では、卒業認定・学位授与の方針に掲げる資質や能力を身につけるための教

育課程として、転換・導入科目、教養科目、外国語科目、専門科目（二部マーケティン

グ学科では、教養科目、専門科目）を体系的に編成し、講義と演習を適切に組み合わせ

た授業を行うこととし、各学科の方針を「教育課程」「学位授与の方針を踏まえた教育

課程編成の方針」「学位授与の方針を踏まえた教育課程実施の方針」「教育内容・方

法」「学修成果の評価方法」の区分で定めている。 

入学者の受入れに関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/f

aculty/commerce/#anchor01） 

（概要） 

商学部は、卒業認定・学位授与の方針および教育課程編成・実施の方針に定める教

育を受けるために必要な、次に掲げる知識・技能、能力、態度を備えた人を求める。 

 

マーケティング学科 

（1）高等学校の教育課程を幅広く習得している。 

（2）高等学校までの学習において、基本的なコミュニケーション能力を身につけてお

り、自らの考えを明確に示すことができる。 

（3）自ら学修計画を立て、他の学生等と協働しながら、主体的に学びを進めることが

できる。 

（4）現実のビジネスにおいて起こっている様々な事象・問題に興味があり、マーケテ

ィングについての知識や経験を社会で活かしたいという意欲がある。 

会計学科 

（1）高等学校の教育課程を幅広く習得している。 



  

（2）高等学校までの学習において、基本的なコミュニケーション能力を身につけてお

り、自らの考えを明確に示すことができる。 

（3）自ら学修計画を立て、他の学生等と協働しながら、主体的に学びを進めることが

できる。 

（4）会計学について興味があり、会計に関する資格を取得して社会に貢献したいとい

う意欲や、実際のマネジメントに会計を活かして国内外の社会経済を良くしたいと

いう意欲がある。 

 
学部等名 文学部 

教育研究上の目的（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/faculty/letter

s/curriculumpolicy.html） 

（概要） 

文学部は、それぞれの分野における研究を通じて、急速に進む国際化と情報化の中

で、人間の営為に関する高度で体系的な専門知識と幅広い教養を身につけるとともに、

いかなる権威にもとらわれない柔軟な発想と豊かな人間性を兼ね備えた有為な人材を

養成することを目的とする。 

卒業の認定に関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/faculty/

letters/diplomapolicy.html） 

（概要） 

（１）卒業の認定に関する方針の具体的な内容 

本学では、卒業の認定に関する方針を「卒業認定・学位授与の方針」として、「学

士課程全体」「学部・学科」の単位で策定し、大学のホームページで公表している。 

本学学士課程教育における学修成果については、本学の 21 世紀ビジョンである

「社会知性の開発」に基づいて、学生が身につける資質・能力を「知識・理解」「関

心・意欲・態度」「技能・表現」「思考・判断」に分類し、すべての学部・学科の

共通観点として設定している。そして、各学部・学科の卒業認定･学位授与の方針は、

これら四つの共通観点を網羅する内容で構成している。 

 

（２）卒業の認定に関する方針の適切な実施状況 

この卒業認定・学位授与の方針に示した事項を充足するために編成した教育課程

において、学生は、卒業要件単位として設定されている 124単位を修得することで、

各学部の教授会において卒業判定を行った後、卒業が認定されることとなっている。 

教育課程の編成及び実施に関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/educa

tion/faculty/letters/coursepolicy.html） 

（概要） 

文学部では、教育研究上の目的及び養成する人材の目的を達成するために、教育課

程を「転換・導入科目」「教養科目」「外国語科目」「専門科目」の４つの科目群から

構成することとし、教育課程全体の体系性・順次性を確保し、かつ教養教育と専門教

育の有機的連携を図るものとする。各学科の方針は、「教育課程」「学位授与の方針を

踏まえた教育課程編成の方針」「学位授与の方針を踏まえた教育課程実施の方針」「教

育内容・方法」「学修成果の評価方法」の区分で定めている。 

入学者の受入れに関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/facul

ty/letters/admissionpolicy.html） 

（概要） 

文学部は、卒業認定・学位授与の方針および教育課程編成・実施の方針に定める教

育を受けるために必要な、次に掲げる知識・技能、能力、態度を備えた人を求める。 

 

日本文学文化学科 



  

（1）高等学校の教育課程を幅広く修得している。 

（2）高等学校に至るまでの教育課程を通じて、基礎的なコミュニケーション能力と、

読解力・表現力、論理的に考察・思考する能力を身につけている。 

（3）高等学校の教育課程の範囲において、日本文学・文化に関する基礎的な知識を身

につけている。 

（4）日本の文学や文化に対して深い関心を持ち、広い視野から物事を捉えようとする

好奇心と意欲を持っている。 

英語英米文学科 

（1）高等学校の教育課程を幅広く修得している。 

（2）高等学校に至るまでの履修内容のうち、「国語」と「英語」の両方において、聞

く・話す・読む・書くという基礎的なコミュニケーション能力と、事象を論理的に

考察する思考を身につけている。 

（3）英語によるコミュニケーションに強い関心を持ち、英米文学、英米の文化や歴史、

英語学、応用言語学といった分野に旺盛な好奇心を抱いている。 

（4）身近な社会の問題やグローバルな課題について、知識や情報をもとにして、筋道

を立てて考え、その結果を説明することができる。 

哲学科 

（1）高等学校の教育課程を幅広く修得している。 

（2）高等学校に至るまでの履修内容のうち、「国語」と「英語」の両方において、聞

く・話す・読む・書く、という基礎的なコミュニケーション能力と、事象を論理的

に考察する思考を身につけている。 

（3）哲学・倫理学あるいは人間の文化全般について研究したいという意志をもち、哲

学や文化に関する書籍を読み、あるいはその他の資料に親しんでいる。 

（4）ものごとを分析的に捉え、筋道立てて思考し、また、他者や異文化を理解する能

力を培うための研鑽を厭わない人物。 

歴史学科 

（1）高等学校の教育課程を幅広く修得している。 

（2）高等学校に至るまでの履修内容のうち、「国語」と「英語」の両方において、聞

く・話す・読む・書く、という基礎的なコミュニケーション能力と、事象を論理的

に考察する思考を身につけていること。 

（3）「人類の歴史にまなぶ」という強い意志をもち、歴史および歴史学に関する書籍

などを読んでいる。 

（4）過去および現在の社会動向に対する旺盛な好奇心にあふれ、そのための素材とな

る根拠および資料を論理的かつ効果的に整理・理解・分析するための研鑽を厭わな

い人物。 

環境地理学科 

（1）高等学校までの教育課程を幅広く修得している。 

（2）高等学校に至るまでの履修内容のうち、国語・英語の両方において聞く・話す・

読む・書くという基礎的なコミュニケーション能力を身につけているとともに、数

学・地理歴史科・公民科・理科等の諸科目において、事象を論理的・科学的に考察

する思考能力を身につけている。 

（3）地域や環境をめぐる現代の諸課題に強い関心を持ち、地理や環境に関する書籍・

資料に親しんでいたり、地域を探訪したりしている。 

（4）野外を含め、さまざまな地域での調査活動に積極的に取り組むとともに、環境地

理学の修得内容を広く社会に還元することを目指している。 

ジャーナリズム学科 

（1）高等学校の教育課程を幅広く修得している。 

（2）高等学校に至るまでの履修内容のうち、聞く・話す・読む・書くという基礎的な

コミュニケーション能力と、事象を論理的に考察する思考を身につけ、自ら真実に



  

迫る力をもっている。 

（3）地球規模で進む情報化の進展にあって、国内外の動向に強い関心をよせ、社会貢

献に積極的な意思をもっている。 

 

学部等名 ネットワーク情報学部 

教育研究上の目的（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/faculty/network/#a

nchor01） 

（概要） 

ネットワーク情報学部ネットワーク情報学科は、情報学およびそれに関わる社会・

人間・環境・技術・数理の包括的な教育研究を通じて、地球的視野に基づき他者と協働

し、科学的かつ創造的に問題解決できる能力を有する人材を養成することを目的とす

る。 

卒業の認定に関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/facul

ty/network/#anchor01） 

（概要） 

（１）卒業の認定に関する方針の具体的な内容 

本学では、卒業の認定に関する方針を「卒業認定・学位授与の方針」として、「学

士課程全体」「学部・学科」の単位で策定し、大学のホームページで公表している。 

本学学士課程教育における学修成果については、本学の 21 世紀ビジョンである

「社会知性の開発」に基づいて、学生が身につける資質・能力を「知識・理解」「関

心・意欲・態度」「技能・表現」「思考・判断」に分類し、すべての学部・学科の

共通観点として設定している。そして、各学部・学科の卒業認定･学位授与の方針は、

これら四つの共通観点を網羅する内容で構成している。 

 

（２）卒業の認定に関する方針の適切な実施状況 

この卒業認定・学位授与の方針に示した事項を充足するために編成した教育課程

において、学生は、卒業要件単位として設定されている 124単位を修得することで、

各学部の教授会において卒業判定を行った後、卒業が認定されることとなっている。 

教育課程の編成及び実施に関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/educ

ation/faculty/network/#anchor01） 

（概要） 

ネットワーク情報学部では、卒業認定・学位授与の方針に掲げる資質や能力を身に

つけるための教育課程として、転換・導入科目、教養科目、外国語科目、専門科目を体

系的に編成し、講義、演習を適切に組み合わせた授業を行うこととし、学科の方針を

「教育課程」「教育内容・方法」「学修成果の評価方法」の区分で定めている。 

入学者の受入れに関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/f

aculty/network/#anchor01） 

（概要） 

ネットワーク情報学部は、卒業認定・学位授与の方針および教育課程編成・実施の

方針に定める教育を受けるために必要な、次に掲げる知識・技能、能力、態度を備えた

人を求める。 

（1）大学入学前の様々な教育課程での学修内容を幅広く修得している人。 

（2）高等学校の教科情報等、大学入学前の学習を通じて、情報学に関心を持ち、情報

学を活用して社会の問題に取り組む意欲がある人。 

（3）論理的に情報を扱うスキルの基礎となる、算数・数学の基本的な知識・技能を身

に付けている人。 

（4）自己や他者の思考・判断を理解し、表現することができる、日本語によるコミュ

ニケーション能力を身に付けている人。 



  

（5）自己とは異なる思考・価値観を有する他者を含むグループでの学習活動に、主体

的に参画する態度を有している人。 

（6）様々な活動を通じて得た経験や能力を活かし、自らを主体的に成長させる意志を

有している人。 

（7）大学入学後に必要となる基本的な知識・技能が若干不足している場合でも，入学

までの準備期間を活用し自らの不足を補うことができる人。 

 

また、そのために、入学者選抜においては、以下のような評価方法を用いる。 

・各種一般選抜においては、筆記試験により 1及び 4を評価する。 

・各種学校推薦型選抜においては、調査書、志望理由書、記述式総合問題、面接に

より 1～7を総合的に評価する。 

・総合型選抜においては、調査書、志望理由書、自己推薦書、記述式総合問題、面

接により 1～7、特に 2、3、4、6、7を重視して評価する。 

 
学部等名 人間科学部 

教育研究上の目的（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/faculty/human

sciences/#anchor01） 

（概要） 

人間科学部は、実験、観察及び調査を軸として、科学的及び実証的に人間の理解を

目指し、人間の心と社会に生起する様々な現象のメカニズム(因果関係)を解明する領

域を総合的に学び、主体的に社会を支え活動できる人材及び高度な専門性を備えた人

材を養成することを目的とする。 

卒業の認定に関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/faculty/

humansciences/#anchor01） 

（概要） 

（１）卒業の認定に関する方針の具体的な内容 

本学では、卒業の認定に関する方針を「卒業認定・学位授与の方針」として、「学

士課程全体」「学部・学科」の単位で策定し、大学のホームページで公表している。 

本学学士課程教育における学修成果については、本学の 21 世紀ビジョンである

「社会知性の開発」に基づいて、学生が身につける資質・能力を「知識・理解」「関

心・意欲・態度」「技能・表現」「思考・判断」に分類し、すべての学部・学科の

共通観点として設定している。そして、各学部・学科の卒業認定･学位授与の方針は、

これら四つの共通観点を網羅する内容で構成している。 

 

（２）卒業の認定に関する方針の適切な実施状況 

この卒業認定・学位授与の方針に示した事項を充足するために編成した教育課程

において、学生は、卒業要件単位として設定されている 124単位を修得することで、

各学部の教授会において卒業判定を行った後、卒業が認定されることとなっている。 

教育課程の編成及び実施に関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/educa

tion/faculty/humansciences/#anchor01） 

（概要） 

人間科学部では、教育研究上の目的及び養成する人材の目的を達成するために、教

育課程を「転換・導入科目」「教養科目」「外国語科目」「専門科目」の４つの科目群

から構成することとし、教育課程全体の体系性・順次性を確保し、かつ教養教育と専

門教育の有機的連携を図るものとする。各学科の方針は、「教育課程」「学位授与の方

針を踏まえた教育課程編成の方針」「学位授与の方針を踏まえた教育課程実施の方針」

「教育内容・方法」「学修成果の評価方法」の区分で定めている。 

入学者の受入れに関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/facu

lty/humansciences/#anchor01） 



  

（概要） 

人間科学部は、卒業認定・学位授与の方針および教育課程編成・実施の方針に定め

る教育を受けるために必要な、次に掲げる知識・技能、能力、態度を備えた人を求め

る。 

 

心理学科 

（1）高等学校の教育課程を幅広く修得している。 

（2）高等学校に至るまでの履修内容のうち、「国語」と「英語」において、聞く・話

す・読む・書く、という基礎的な能力を身につけており、併せて、「数学（II、B）」

の基礎知識に基づいて数理的分析を行い、その結果から事象を論理的に考察する思

考を身につけている。 

（3）人間性の理解をめざし、人間の意識や行動、それをもたらす精神活動や心理的機

能について学ぼうとする強い意志を持っている。 

（4）心理学と関連する、生理学・精神医学・人文科学・自然科学・社会科学等の専門

分野に対して広く関心をもっている。 

（5）心理学のさまざまな領域で蓄積されてきた研究成果や理論の修得、及び、実証科

学としての心理学の研究方法について実習を通して体得し、卒業後は、社会に役立

つ人材として活躍する強い意欲を持っている。 

社会学科 

（1）高等学校の教育課程を幅広く修得している。 

（2）高等学校までの履修内容のうち、「国語」と「英語」の両方において、聞く・話

す・読む・書く、という基礎的なコミュニケーション能力を身につけている。 

（3）高等学校までの履修内容のうち、科学的思考力の基礎として「数学（I、A、B）」

において、確率・統計にかかわる知識を身につけている。 

（4）高等学校までの履修内容のうち、「地理歴史（世界史・地理・日本史）」におい

て、グローバル化する現代社会の多様性とその歴史的前提を理解するために必要な

知識を身につけている。 

（5）社会への寄与を念頭に、そのために社会学を学び、その高度な専門性を応用した

いという意欲がある。 

（6）必要な知識を身につけるための講義・実習・演習に最後まで取り組むことができ

る。 

 

学部等名 国際コミュニケーション学部 

教育研究上の目的（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/faculty/glo

bal/#anchor01） 

（概要） 

国際コミュニケーション学部は、日本語を含む諸言語についての研究、言語教育の

手法やコミュニケーションの在り方そのものについての研究及び社会・思想・文化の

研究を基礎としながら、より広い視野をもち、強靱な論理的思考を実践できる人材を

養成することを目的とする。 

卒業の認定に関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/facul

ty/global/#anchor01） 

（概要） 

（１）卒業の認定に関する方針の具体的な内容 

本学では、卒業の認定に関する方針を「卒業認定・学位授与の方針」として、「学士

課程全体」「学部・学科」の単位で策定し、大学のホームページで公表している。 

本学学士課程教育における学修成果については、本学の 21世紀ビジョンである「社

会知性の開発」に基づいて、学生が身につける資質・能力を「知識・理解」「関心・意

欲・態度」「技能・表現」「思考・判断」に分類し、すべての学部・学科の共通観点と



  

して設定している。そして、各学部・学科の卒業認定･学位授与の方針は、これら四つ

の共通観点を網羅する内容で構成している。 

 

（２）卒業の認定に関する方針の適切な実施状況 

この卒業認定・学位授与の方針に示した事項を充足するために編成した教育課程に

おいて、学生は、卒業要件単位として設定されている 124 単位を修得することで、各

学部の教授会において卒業判定を行った後、卒業が認定されることとなっている。 

教育課程の編成及び実施に関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/educ

ation/faculty/global/#anchor01） 

（概要） 

国際コミュニケーション学部では、教育研究上の目的及び人材養成の目的を達成す

るために、教育課程を「転換・導入科目」、「教養科目」、「外国語科目」、「専門科

目」の 4つの科目群から構成することとし、教育課程全体の体系性・順次性を確保し、

かつ教養教育と専門教育の有機的連携を図るものとする。各学科の方針は、「教育課

程」「学位授与の方針を踏まえた教育課程編成の方針」「学位授与の方針を踏まえた教

育課程実施の方針」「教育内容・方法」「学修成果の評価方法」の区分で定めている。 

入学者の受入れに関する方針（公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/education/f

aculty/global/#anchor01） 

（概要） 

 国際コミュニケーション学部は、卒業認定・学位授与の方針及び教育課程編成・実

施の方針に定める教育を受けるために必要な知識、意欲、技能、思考・判断力を備え、

次に掲げる様々な資質をもった人を求める。 

日本語学科 

（1）日本語学に対する興味と関心や学習意欲を有している人 

（2）学部教育を受けるために必要となる基礎的な学力として、高等学校の主要科目に

おける教科書レベルの知識を有している人 

（3）高等学校までの学習を通じて、社会の諸課題の解決に取り組むための思考力やコ

ミュニケーション能力の基礎を身につけている人 

異文化コミュニケーション学科 

（1）言語文化に対する興味と関心や学習意欲を有している人 

（2）学部教育を受けるために必要となる基礎的な学力として、高等学校の主要科目に

おける教科書レベルの知識を有している人 

（3）高等学校までの学習を通じて、社会の諸課題の解決に取り組むための思考力やコ

ミュニケーション能力の基礎を身につけている人 

 

②教育研究上の基本組織に関すること 

公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/about/corporation/organization.html 

 

③教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

a.教員数（本務者） 

学部等の組織の名称 
学長・ 

副学長 
教授 准教授 講師 助教 

助手 

その他 
計 

－ 2人 － 2人 

経済学部（一部・二部） － 57人 9人 2人 1人 0人 69人 

法学部（一部・二部） － 41人 14人 3人 0人 0人 58人 

経営学部 － 38人 11人 2人 0人 0人 51人 



  

商学部（一部・二部） － 49人 8人 3人 0人 0人 61人 

文学部 － 66人 6人 2人 3人 0人 78人 

ネットワーク情報学

部 
－ 13人 12人 1人 0人 0人 26人 

人間科学部 － 23人 5人 3人 1人 0人 32人 

国際コミュニケーシ

ョン学部 
－ 29人 14人 2人 0人 0人 45人 

b.教員数（兼務者） 

学長・副学長 学長・副学長以外の教員 計 

 

0人 752人 752人 

各教員の有する学位及び業績 
（教員データベース等） 

公表方法：https://kjs.acc.senshu-u.ac.jp/sshhp/KgApp 

c.ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）の状況（任意記載事項） 

全学のＦＤは、教育開発支援委員会が担い、委員会を年間８回程度開催している。委員会は、委員長１

名、委員９名、全 10名の専任教員で構成している。 

［主な実施状況］ 

・「新任教員教育支援説明会」の実施 

・教育開発支援委員会主催の研修会等の実施 

・アセスメントテストの分析と報告 

・各種印刷物の作成 

 

 

④入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並び

に進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 
a.入学者の数、収容定員、在学する学生の数等 

学部等名 
入学定員 

（a） 

入学者数 

（b） 

b/a 収容定員 

（c） 

在学生数 

（d） 

d/c 編入学 

定員 

編入学 

者数 

経済学部(一

部) 751人 772人 102.8% 2,892人 3,099人 107.2% －人 0人 

法学部(一部) 697人 734人 105.3% 2,824人 3,025人 107.1% －人 －人 

経営学部 553人 574人 103.8% 2,201人 2,322人 105.5% －人 －人 

商学部(一部) 648人 668人 103.1% 2,646人 2,824人 106.7% －人 0人 

文学部 671人 683人 101.8% 2,721人 2,953人 108.5% －人 2人 

ネットワーク

情報学部 235人 243人 103.4% 940人 977人 103.9% －人 －人 

人間科学部 224人 233人 104.0% 836人 898人 107.4% －人 1人 

国際コミュニ

ケーション学

部 221人 228人 103.2% 442人 459人 103.8% －人 －人 

経済学部(二

部) －人 －人 －％ 166人 160人 96.4% －人 －人 

法学部(二部) －人 －人 －％ 166人 159人 95.8% －人 －人 

商学部(二部) －人 －人 －％ 166人 170人 102.4% －人 －人 

合計 4,000人 4,135人 103.4% 16,000人 17,046人 106.5% －人 3人 

（備考）経済学部（二部）、法学部（二部）、商学部（二部）は、2020年度学生募集停止 



  

 

b.卒業者数、進学者数、就職者数 

学部等名 

 

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

経済学部(一

部) 

755人 

（100％） 

5人 

（0.7％） 

623人 

（82.5％） 

127人 

（16.8％） 

法学部(一部) 
751人 

（100％） 

15人 

（2.0％） 

579人 

（77.1％） 

157人 

（20.9％） 

経営学部 
596人 

（100％） 

2人 

（0.3％） 

502人 

（84.2％） 

92人 

（15.4％） 

商学部(一部) 
764人 

（100％） 

13人 

（1.7％） 

617人 

（80.8％） 

134人 

（17.5％） 

文学部 
718人 

（100％） 

25人 

（3.5％） 

567人 

（79.0％） 

126人 

（17.5％） 

ネットワーク

情報学部 

224人 

（100％） 

7人 

（3.1％） 

184人 

（82.1％） 

33人 

（14.7％） 

人間科学部 
202人 

（100％） 

14人 

（6.9％） 

162人 

（80.2％） 

26人 

（12.9％） 

経済学部(二

部) 

58人 

（100％） 

0人 

（0％） 

35人 

（60.3％） 

23人 

（39.7％） 

法学部(二部) 
71人 

（100％） 

1人 

（1.4％） 

46人 

（64.8％） 

24人 

（33.8％） 

商学部(二部) 
67人 

（100％） 

1人 

（1.5％） 

43人 

（64.2％） 

23人 

（34.3％） 

合計 
4,206人 

（100％） 

83人 

（2.0％） 

3358人 

（79.8％） 

765人 

（18.2％） 

（主な進学先・就職先）（任意記載事項） 

（進学先） 

専修大学法科大学院、宇都宮大学大学院、大阪市立大学大学院、九州大学大学院、京都大学大学院、筑波

大学大学院、電気通信大学大学院、東京学芸大学大学院、東京都立大学法科大学院、専修大学大学院、東

北大学大学院、一橋大学大学院、福島大学大学院、横浜市立大学大学院、横浜国立大学大学院、青山学院

大学大学院、慶應義塾大学大学院、中央大学大学院、法政大学法科大学院、早稲田大学大学院 

（就職先） 

中学校教員、高等学校教員、国家公務員一般職、国税専門官、裁判所職員一般職、入国警備官、東京特別

区 I類、警視庁警察官、東京消防庁、積水ハウス（株）、大和ハウス工業（株）、（株）伊藤園、山崎製

パン（株）、東洋水産（株）、タカラスタンダード（株）、トッパン・フォームズ（株）、花王（株）、

キッセイ薬品工業（株）、（株）ツムラ、（株）資生堂、ＪＦＥスチール（株）、住友金属鉱山（株）、

タカラスタンダード（株）、住友電気工業（株）、大和冷機工業（株）、（株）東芝、山洋電気（株）、

ウシオ電機（株）、沖電気工業（株）、京セラ（株）、富士電機（株）、富士通（株）、（株）キーエン

ス、スズキ（株）、三菱食品（株）、（株）アルファシステムズ、（株）インテック、（株）トーメンデ

バイス、東京エレクトロン（株）、岩谷産業（株）（株）ゴールドウイン（株）、タカラトミー、（株）

ローソン（株）、三井住友銀行（株）、三菱ＵＦＪ銀行（株）、（株）りそなホールディングス、静岡銀

行（株）、千葉銀行、（株）福岡銀行、（株）ゆうちょ銀行、（株）横浜銀行、（株）三井住友信託銀行、

（株）オリエントコーポレーション、あいおいニッセイ同和損害保険（株）、（株）かんぽ生命保険、東

日本旅客鉄道（株）、東海旅客鉄道（株）、西日本鉄道（株）、（株）ＮＴＴドコモ、日本ユニシス（株）、

トランス・コスモス（株）、楽天（株）、東京電力ホールディングス（株）、（独）国立病院機構、（独）

中小企業基盤整備機構 

（備考） 

 

  



  

 

c.修業年限期間内に卒業する学生の割合、留年者数、中途退学者数（任意記載事項） 

学部等名 

 

入学者数 
修業年限期間内 

卒業者数 
留年者数 中途退学者数 その他 

 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

合計 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

（備考） 

 

⑤授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 
（概要） 

１．授業計画書（シラバス）の作成過程 

   全学のＦＤを担う「教育開発支援委員会」が、講義計画書（シラバス）執筆要領の

原案を作成し、各学部等ではそれを適宜加工したうえで授業科目担当教員に原稿作成

を依頼している。 

 ［執筆要領で求めているシラバスへの主な記載内容］ 

  ①講義内容 

   ・到達目標 

   ・卒業認定・学位授与の方針との関連 

   ・講義概要 

   ・講義計画（予習・復習の内容とそれに必要な時間の記載を含む） 

   ・課題に対するフィードバックの方法 

   ・実務経験 

  ②教科書・参考書 

  ③成績評価方法・基準 

  ④履修上の留意点 

 

２．授業計画書の作成・公表時期 

 ・10～11月 「教育開発支援委員会」において、講義計画書（シラバス）の執筆要領を

作成し、学士課程に関する事項を協議する「全学カリキュラム協議会」に

提示。 

 ・11～12月 各学部等の教育課程運営機関において、提示された執筆要領を必要に応じ

て修正。その執筆要領により、次年度の授業科目担当予定者に講義計画書

（シラバス）の執筆を依頼。 

 ・1～2月  各授業科目担当予定者が、講義計画書（シラバス）を執筆。 

 ・3月下旬 公表 

 

⑥学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること 
（概要） 

 本学では、学則で「所定の科目を履修した者に対しては、試験の上、単位を与える」こ

とを規定し、定期試験規程において、「試験は、筆記、口述又は実技によるものとする。

ただし、レポートをもってこれに替えることができる」こととしている。 

 これらに基づき、授業計画（シラバス）の執筆要領では、「到達目標」および「成績評

価方法・基準」の記載内容について、以下の指示をしている。 



  

 

令和 3年度 講義要項（シラバス）執筆要領（一部抜粋） 

 

到達目標 

到達目標は、この授業の受講後に身につけていることが期待される知識・技能・

能力等について、わかりやすく記載してください。記載形式としては、①学生を

主語にして行動目標の形（「○○することができる）など」で、②箇条書きとす

ることが望まれます。 

 

成績評価方法・基準 

・成績評価方法について、定期試験である「前期試験」「後期試験」または「平常

点」の文言を明示してください。また、授業内テストやレポートなどを課す場合

には、その旨も記載してください。 

・成績評価は設定した到達目標の達成度で測るものであることに留意し、成績評価

方法が到達目標に対応するように記載してください。 

・成績評価基準は、設定した到達目標に照らして、成績評価の対象となる要素（定

期試験、小テスト、レポート等）とそれらに対する評価基準、評価の配分（％）

などを具体的かつ詳細に記載してください（「定期試験 100％」、「平常点で評

価する」といった、簡略な記述は避けてください）。 

 

上記のとおり、各授業科目に設定した到達目標および成績評価方法・基準は、授業計画

（シラバス）に記載して学生にあらかじめ示し、各授業科目担当教員は、それに基づいて

成績評価を行い、厳格かつ適正に単位授与を行っている。 
 

学部名 学科名 
卒業に必要となる 

単位数 

ＧＰＡ制度の採用 

（任意記載事項） 

履修単位の登録上限 

（任意記載事項） 

経済学部（一部） 

現代経済学科 124単位 有・無 
44単位(1・2年次) 

48単位(3・4年次) 

生活環境経済学科 124単位 有・無 
44単位(1年次) 

48単位(2～4年次) 

国際経済学科 124単位 有・無 
44単位(1年次) 

48単位(2～4年次) 

経済学科 124単位 有・無 
44単位(1年次) 

48単位(2～4年次) 

法学部（一部） 

法律学科 124単位 有・無 
44単位(1～3年次) 

48単位(4年次) 

政治学科 124単位 有・無 
44単位(1～3年次) 

48単位(4年次) 

経営学部 

経営学科 124単位 有・無 44単位 

ビジネスデザイン

学科 
124単位 有・無 44単位 

商学部（一部） 

マーケティング学

科 
124単位 有・無 

44単位(1年次) 

48単位(2～4年次) 

会計学科 124単位 有・無 
44単位(1年次) 

48単位（2～4年次） 

文学部 

日本文学文化学科 124単位 有・無 48単位 

英語英米文学科 124単位 有・無 48単位 

哲学科 124単位 有・無 48単位 

歴史学科 124単位 有・無 48単位 



  

環境地理学科 124単位 有・無 48単位 

人文・ジャーナリズ

ム学科 
124単位 有・無 48単位 

ジャーナリズム学

科 
124単位 有・無 48単位 

日本語学科 124単位 有・無 48単位 

ネットワーク情報

学部 

ネットワーク情報

学科 
124単位 有・無 

44単位(1年次) 

40単位(2年次) 

38単位(3年次) 

48単位(4年次) 

人間科学部 
心理学科 124単位 有・無 48単位 

社会学科 124単位 有・無 48単位 

国際コミュニケー

ション学部 

日本語学科 124単位 有・無 
44単位(1～3年次) 

48単位(4年次) 

異文化コミュニケ

ーション学科 
124単位 有・無 

44単位(1年次) 

40単位(2年次) 

44単位(3年次) 

48単位(4年次) 

経済学部（二部） 経済学科 124単位 有・無 

40単位(1年次) 

44単位(2・3年次) 

40単位(4年次) 

法学部（二部） 法律学科 124単位 有・無 

40単位(1年次) 

44単位(2・3年次) 

40単位(4年次) 

商学部（二部） 
マーケティング学

科 
124単位 有・無 

40単位(1年次) 

44単位(2・3年次) 

40単位(4年次) 

ＧＰＡの活用状況（任意記載事項） 公表方法： 

学生の学修状況に係る参考情報 

（任意記載事項） 
公表方法： 

 

⑦校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 
公表方法： 

（神田キャンパス）https://www.senshu-u.ac.jp/about/campus/ 

（生田キャンパス）https://www.senshu-u.ac.jp/about/campus/ikuta.html 

（体育施設）https://www.senshu-u.ac.jp/sports/facility/ 

 

⑧授業料、入学金その他の大学等が徴収する費用に関すること 

学部名 学科名 
授業料 

（年間） 
入学金 その他 

備考（任意記載事

項） 

経済学部(一部) 

法学部(一部) 

(1年次) 750,000円 200,000円 250,000円 施設費、教育充実費 

(2～3年次) 796,000円 －円 250,000円 施設費、教育充実費 

(4年次) 732,000円 －円 250,000円 施設費、教育充実費 

経営学部 

商学部（一部） 

(1年次) 750,000円 200,000円 252,000円 施設費、教育充実費 

(2年次) 796,000円 －円 252,000円 施設費、教育充実費 

(3年次) 796,000円 －円 250,000円 施設費、教育充実費 

(4年次) 732,000円 －円 250,000円 施設費、教育充実費 

文学部 

日本文学文化学科 

英語英米文学科 

(1年次) 

750,000円 200,000円 260,000円 施設費、教育充実費 

https://www.senshu-u.ac.jp/about/campus/


  

日本語学科(2年次) 

日本文学文化学科 

英語英米文学科 

(2～3年次) 

796,000円 －円 260,000円 施設費、教育充実費 

日本語学科 

日本文学文化学科 

英語英米文学科 

(4年次) 

732,000円 －円 260,000円 施設費、教育充実費 

哲学科(1年次) 750,000円 200,000円 255,000円 施設費、教育充実費 

哲学科(2～3年次) 796,000円 －円 255,000円 施設費、教育充実費 

哲学科(4年次) 732,000円 －円 255,000円 施設費、教育充実費 

歴史学科(1年次) 750,000円 200,000円 270,000円 施設費、教育充実費 

歴史学科(2～3年次) 796,000円 －円 270,000円 施設費、教育充実費 

歴史学科(4年次) 732,000円 －円 270,000円 施設費、教育充実費 

環境地理学科(1年次) 750,000円 200,000円 285,000円 施設費、教育充実費 

環境地理学科(2～3年

次) 
796,000円 －円 285,000円 施設費、教育充実費 

環境地理学科 

(4年次) 
732,000円 －円 285,000円 施設費、教育充実費 

ジャーナリズム学科(1

年次) 
750,000円 200,000円 265,000円 施設費、教育充実費 

ジャーナリズム学科(2

～3年次) 
796,000円 －円 265,000円 施設費、教育充実費 

人文・ジャーナリズム

学科 

(4年次) 

732,000円 －円 255,000円 施設費、教育充実費 

ネットワーク情報学

部 

(1年次) 870,000円 200,000円 330,000円 施設費、教育充実費 

(2～3年次) 916,000円 －円 330,000円 施設費、教育充実費 

(4年次) 852,000円 －円 320,000円 施設費、教育充実費 

人間科学部 

心理学科(1年次) 783,000円 200,000円 320,000円 施設費、教育充実費 

心理学科(2～3年次) 829,000円 －円 320,000円 施設費、教育充実費 

心理学科(4年次) 765,000円 －円 320,000円 施設費、教育充実費 

社会学科(1年次) 753,000円 200,000円 270,000円 施設費、教育充実費 

社会学科(2～3年次) 799,000円 －円 270,000円 施設費、教育充実費 

社会学科(4年次) 735,000円 －円 270,000円 施設費、教育充実費 

国際コミュニケーシ

ョン学部 

日本語学科(1年次) 750,000円 200,000円 312,000円 施設費、教育充実費 

日本語学科(2年次) 796,000円 －円 312,000円 施設費、教育充実費 

異文化コミュニケーシ

ョン学科(1年次) 

850,000円 200,000円 284,000円 施設費、教育充実費 

異文化コミュニケーシ

ョン学科(2年次) 
896,000円 －円 284,000円 施設費、教育充実費 

経済学部(二部) 

法学部(二部) 

商学部（二部） 

(3～4年次) 460,000円 －円 150,000円 施設費、教育充実費 

 

  



  

 

⑨大学等が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 
a.学生の修学に係る支援に関する取組 

概要） 

専修大学では、学生生活を通して豊かな人間性を涵養し、学生の資質・能力を十分に発揮さ

せるために、適切な環境を整えるとともに、それぞれの学生の個性に応じた学生生活上の指導・

助言を適切に行うことで、２１世紀ビジョンに掲げる「社会知性」を兼ね備えた人材を育成し

ていきます。なお、専修大学の学生支援は、「修学支援」「生活支援」「キャリア支援」「進

路支援」のほか、「その他の支援」として、学生の正課外活動を充実させるための支援、その

他学生の要望に応じた学生支援を中心に網羅的に行うこととします。 

「修学支援の強化」に向けた取組として、専修大学は、単位修得に課題を有する学生に対し

クラス担任やゼミナール担当教員による個別面談・指導を継続的に実施し、修学への意欲を

喚起します。さらに、体育会学生については、体育会新入生セミナーや 2年次生ガイダンス

において修学に関するアドバイスを行うとともに、学習支援室を開設し個別面談による指導

体制を構築するなど、学業と競技の両立を図るための支援を推進します。 

b.進路選択に係る支援に関する取組 

（概要） 

専修大学では、学生のキャリア形成、就職・資格支援を実現するためにトリプル・サポー

トシステムをとり、３方向からの支援で一人ひとりの学生の未来をつくるお手伝いをしてい

ます。 

キャリアデザインセンターは、｢自己理解｣｢社会理解｣｢能力開発｣を基本とした様々なプロ

グラムと個別相談（キャリアカウンセリング）により、学生一人ひとりが自分の働き方や生

き方を考え、なりたい自分の姿を自分らしく作り上げることをサポートしています。 

入学直後から段階的に社会に触れる機会を持つことによって目標が徐々に明確になり、３

年次から始まる就職活動も順調に進められます。 

キャリア形成支援課は、多彩な支援プログラムや多様な企業情報を提供することで、学生

の進路選択の支援を行っています。 

年間で延べ 12,300 件以上が寄せられる企業の求人情報、延べ 430社以上が参加する学内企

業説明会など、豊富な情報や機会を、学生個々のニーズに合わせて提供しています。 

また、学生が抱える大学生活や進路選択にまつわる不安や悩みに対しては、親身に対応す

るスタッフを揃え、年間 7,900件を超える学生からの個別相談に応じています。 

エクステンションセンターは、法曹、公認会計士などの難関資格試験合格や公務員試験合

格をめざす学生のための支援を行います。ほとんどの講座は大学内で受講でき、学外のスク

ールに通う時間と費用が大幅に節約できます。また、伝統の個別指導システムや大学独自の

カリキュラムなど、受験指導専門学校では受けることのできないノウハウが詰まったサポー

ト体制を整えています。 

c.学生の心身の健康等に係る支援に関する取組 

（概要） 

保健室では、全学年を対象に定期健康診断を実施しています。定期健康診断において病気

もしくはその疑いが見つかった場合には、保健室から適切な保健指導を行います。 

学生相談室では、学生の精神的健康の維持及び増進を図ることを目的として、保護者・教

員・障がい学生支援室・保健室等が連携協力し、支援体制の強化を図っています。新たな試

みとして「こころの健康チェック」と題して全学生を対象にアンケート調査を行いました。

加えて、保護者同士の情報交換の場として「おやカフェ」も定期的に開催しています。 

障がい学生支援室では、修学上必要なサポート体制やそのための施設、設備等の環境整備

について検討し、関係者および関係諸機関と協議して支援策を具体化します。関係者および

関係諸機関とは、学部、研究科等の教育・研究運営機関及び事務組織を指し、すべての教職

員が連携して障がいを持つ学生の支援を行います。さらに、卒業後に自立的な社会生活を送

る力を養うため、同じ学生仲間である学生スタッフ（専修大学ピアサポーター）と互いに支

え合い課題を解決していくコミュニティ作りを目指します。その実現のために、ピアサポー

ターに対して支援技術の養成や障がい理解の啓発活動を行います。 



  

 

⑩教育研究活動等の状況についての情報の公表の方法 

公表方法：https://www.senshu-u.ac.jp/about/disclosure/#anchor01 

 



（別紙）

※ この別紙は、更新確認申請書を提出する場合に提出すること。

※

１．前年度の授業料等減免対象者及び給付奨学生の数

※

※ 備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

学校コード F113310103162

（備考）

内
訳

第Ⅰ区分には、通年休学－名、8月以降休学－名を含む
第Ⅱ区分には、通年休学－名、後半期自己都合による停止－名を含む
第Ⅲ区分には、通年自己都合による停止－名、前半期自己都合による停止－名を含む

246人

145人

家計急変による
支援対象者（年間）

31人

1,006人

第Ⅱ区分

第Ⅲ区分

合計（年間）

（２）適格認定における学業成績の判定の結果、学業成績が廃止の区分に該当したこ
とにより認定の取消しを受けた者の数

年間 0人

以下に掲げる人数を記載すべき全ての欄について、該当する人数が1人以上10人以下の場合に
は、当該欄に「－」を記載すること。該当する人数が0人の場合には、「0人」と記載するこ
と。

本表において、第Ⅰ区分、第Ⅱ区分、第Ⅲ区分とは、それぞれ大学等における修学の支
援に関する法律施行令（令和元年政令第４９号）第２条第１項第１号、第２号、第３号
に掲げる区分をいう。

２．前年度に授業料等減免対象者としての認定の取消しを受けた者及び給付奨学生認
定の取消しを受けた者の数

（１）偽りその他不正の手段により授業料等減免又は学資支給金の支給を受けたこと
により認定の取消しを受けた者の数

年間

975人

後半期

882人

497人

241人

144人

学校名

設置者名

専修大学

学校法人専修大学

前半期

支援対象者（家計急変
による者を除く）

882人

491人第Ⅰ区分



※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

年間 前半期 後半期

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

（備考）

（備考）

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの

に限る。）

右以外の大学等

後半期前半期年間

修業年限で卒業又は修
了できないことが確定

修得単位数が標準単位
数の５割以下

（単位制によらない専門学校
にあっては、履修科目の単位
時間数が標準時間数の５割以

下）

出席率が５割以下その
他学修意欲が著しく低

い状況

－

－

「警告」の区分に連続
して該当

（３）退学又は停学（期間の定めのないもの又は３月以上の期間のものに限る。）の
処分を受けたことにより認定の取消しを受けた者の数

計

－

11人

0人

退学 0人

３月以上の停学 0人

年間計 0人

上記の（２）のうち、学業成績が著しく不良であると認められる者であって、当該学業成
績が著しく不良であることについて災害、傷病その他やむを得ない事由があると認められ
ず、遡って認定の効力を失った者の数

右以外の大学等
短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専攻科を含

む。）、高等専門学校（認定専攻科を含む。）及び専門学校（修
業年限が２年以下のものに限る。）

0人



※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

４．適格認定における学業成績の判定の結果、警告を受けた者の数

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

（備考）

（備考）

訓告 0人

年間計 0人

３．前年度に授業料等減免対象者としての認定の効力の停止を受けた者及び給付奨学
生認定の効力の停止を受けた者の数

停学（３月未満の期間のものに限る。）又は訓告の処分を受けたことにより認定の
効力の停止を受けた者の数

３月未満の停学 0人

修得単位数が標準単位
数の６割以下

（単位制によらない専門学校
にあっては、履修科目の単位
時間数が標準時間数の６割以

下）

－

ＧＰＡ等が下位４分の
１

156人

右以外の大学等

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの

に限る。）

年間 前半期 後半期

計 156人

出席率が８割以下その
他学修意欲が低い状況

－


